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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第36期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高及び営業収入(百万円) 70,805 297,402

営業利益(百万円) 11,611 33,839

税引前四半期(当期)純利益(百万円) 11,718 32,834

四半期(当期)純利益(百万円) 5,664 18,345

純資産額(百万円) 186,902 182,759

総資産額(百万円) 339,519 319,248

１株当たり純資産額(円) 1,359.83 1,330.88

１株当たり四半期(当期)純利益金額(円) 41.23 133.63

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額

(円)
41.18 133.57

自己資本比率(％) 55.0 57.2

営業活動によるキャッシュ・フロー(百万円) 4,810 30,788

投資活動によるキャッシュ・フロー(百万円) △1,027 △15,359

財務活動によるキャッシュ・フロー(百万円) △4,099 △19,818

現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高(百万円) 52,943 52,130

従業員数(人) 5,740 5,472

（注）１．売上高及び営業収入には、消費税等は含まれておりません。

２．当社の連結財務諸表は、米国預託証券の発行等に関して要請されている会計処理の原則及び手続並びに表示方

法、すなわち、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則に基づき作成されております。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 5,740 (7,441)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 93  

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数が当第１四半期会計期間において20名増加したのは、グループ会社からの人員異動等によるもので

あります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業別セグメントの名称 金額（百万円）

デジタルエンタテインメント事業 28,214

健康サービス事業 20,578

ゲーミング＆システム事業 1,477

その他の事業 1,973

合計 52,242

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ２．上記の金額は、売上原価により算出しております。

(2) 受注状況

　当社グループは受注生産を行っておりません。

(3) 販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業別セグメントの名称 金額（百万円）

デジタルエンタテインメント事業 44,779

健康サービス事業 22,078

ゲーミング＆システム事業 3,673

その他の事業 275

合計 70,805

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社

)が判断したものであります。

(1) 業績の概況

当第１四半期連結会計期間

当社グループに関連する娯楽産業（エンタテインメント）におきましては、家庭用ゲームソフト市場では、据置

型ゲーム機及び携帯型ゲーム機が普及し、それぞれのゲーム機の特徴を活かしたタイトルが発売されたことによ

り、特に、北米・欧州を中心とした海外市場の拡大が進み、活況を呈しております。

　健康産業におきましては、国家レベルでの生活習慣病予防対策として、平成20年４月から「特定健診・保健指導」

が義務化されたことにより、メタボリック症候群対策等、健康維持・増進に対する需要と関心の高まりが今後も期

待されます。

　このような状況のもと、デジタルエンタテインメント事業におきましては、平成20年６月に待望のプレイステー

ション３向け「METAL GEAR SOLID 4 GUNS OF THE PATRIOTS」を全世界で同時発売し、順調な売上を記録いた

しました。また、アミューズメント施設向け商品及びカードゲーム商品の販売も順調に推移し、市場で好評を博しま

した。

　健康サービス事業におきましては、直営施設の新規出店及び受託施設の拡大とともに、「健康管理のIT化」と「プ

ログラムの充実」を推進し、メタボリック症候群対策をはじめ、施設の特徴を活かしたサービスの拡充に努めまし

た。

　ゲーミング＆システム事業におきましては、北米市場を中心にシェア拡大を図り、「K2V」シリーズ、「

Advantage 5」等スロットマシンの販売を強化いたしました。また、「コナミ・カジノ・マネジメント・システム」

やパーティシペーション（プロフィットシェア形式の機器販売方法）による販売も順調に推移したことにより、収

益構造の安定化が進んでおります。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は708億５百万円となり、営業利益は116億１千１百万円、税引前

四半期純利益は117億１千８百万円、四半期純利益は56億６千４百万円となりました。

(2) 事業別セグメントの業績

(デジタルエンタテインメント事業)

ゲームソフトでは、平成20年６月12日にプレイステーション３向け「METAL GEAR SOLID 4 GUNS 

OF THE PATRIOTS」を全世界で同時発売いたしました。プレイステーション３向けソフトとしては初めてブルーレ

イディスク容量を使い切った圧倒的なボリュームで、発売前から第11回文化庁メディア芸術祭エンターテインメン

ト部門の優秀賞を受賞する等盛り上がりを見せており、「メタルギアソリッド」の圧倒的なブランド力を如何なく

発揮し、発売日での全世界出荷本数は300万本を突破し、その後も順調に推移しております。

　国内では「実況パワフルプロ野球ポータブル３」や「プロ野球スピリッツ５」が堅調に推移いたしました。また、

海外においては、北米で前期に発売した音楽ゲーム「DanceDanceRevolution Hottest Party」、「

KARAOKE REVOLUTION American Idol ENCORE」が引き続き好評を博し、欧州でも、前期に発売した「

PRO EVOLUTION SOCCER 2008」が根強い人気を維持し、いずれも堅調に推移いたしました。

　業務用ビデオゲームでは、全国のアミューズメント施設をネットワークで結ぶ“e-AMUSEMENT”サービスを活

用した、競走馬を調教しプレイヤーがジョッキーに扮してレースに出走する新感覚カード競馬シミュレーション

ゲーム「HORSERIDERS」や、アクション映画をインタラクティブに体感でき、映画のヒーローになりきれる新ジャ

ンルマルチ体感アクションゲーム「アクション刑事（デカ）」が好調な売上を記録いたしました。その他には、定

番シリーズタイトルの「麻雀格闘倶楽部６」、「WORLD SOCCER Winning Eleven ARCADE CHAMPIONSHIP 2008

」や、業務用メダルゲームでは、中型プッシャー機「SPINFEVER」が引き続き堅調に推移いたしました。

　また、カードゲームでは、「遊戯王トレーディングカードゲーム」シリーズが、国内を中心に好調な売上を記録い

たしました。

以上の結果、当事業における当第１四半期連結会計期間の売上高は448億５千万円となりました。

(健康サービス事業)

スポーツクラブ業界においては、健康意識が高まる中高年層の会員数が増加する一方、これまで業界で主力で

あった若年層の減少や出店加速による競争激化により、施設当たりの会員数が減少傾向にあります。そのような中

で当社グループのスポーツクラブ施設運営では、直営施設の新規出店や受託施設の拡大等を通じ、高品質な施設

サービスの提供に努めました。

　直営施設運営事業においては、平成20年４月に新長田（兵庫県）、６月に武蔵小杉（神奈川県）、今里（大阪府）

に施設をオープンいたしました。新長田では水の抵抗を利用した各種プログラムを展開しやすい７コースの広い25

メートルプール、今里ではコナミスポーツクラブで初めて歩行専用プールを備える等、それぞれの施設の特徴を活

かしたサービスを提供しております。また、昨今関心が高まっているメタボリック症候群への対策にも万全を期し、
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「健康管理のIT化」と「プログラムの充実」を推進しております。なかでも、個人の運動履歴や健康増進のための

データを管理するIT健康管理システム「e-エグザス」の導入拡大、生活習慣病対策「6WEEKS」、ダイエットプログ

ラム「バイオメトリクス」等の各種プログラムの推進に取り組んでおります。なお、今年３月にグループ入りした

スポーツプレックス・ジャパン株式会社（以下「SPJ」）は、平成20年６月30日付で株式会社コナミスポーツ＆ラ

イフに吸収合併いたしました。今後も旧SPJ施設において高品質で幅広い当社グループのサービス拡充を進め、施設

の価値を高めてまいります。

　受託施設運営事業におきましては、戸塚スポーツセンター（埼玉県）や九条スポーツセンター（奈良県）を始め

とする４施設を加え、公共施設等の運営に当社グループのノウハウや実績を役立て、地域社会の皆様の健康増進を

推進いたしました。以上の結果、平成20年６月末現在の当社グループの運営施設数は、直営施設と受託施設を合わせ

て全国337施設となりました。

　健康商品事業では、多様化する健康ニーズに合わせた商品展開を積極的に進めております。平成20年６月に開催さ

れた「ヘルス＆フィットネスジャパン2008」に出展し、運動・福祉そしてメタボリック対策まで健康に関するあら

ゆる商品を紹介しました。その中でも、人気のフィットネスマシン「フォーストレップ」シリーズの第２弾で、気に

なるウエスト周りを効果的に刺激できる「フォーストレップ ウエストシェイパー」を初出展し注目を集めまし

た。

　また、当社グループの水泳競技部と体操競技部から３名が北京オリンピック日本代表に選ばれました。日頃の練習

の成果をあますことなく発揮できるよう、日本代表の誇りを胸に引き続き精進してまいります。

以上の結果、当事業における当第１四半期連結会計期間の売上高は221億７千４百万円となりました。

(ゲーミング＆システム事業)

ゲーミング＆システム事業では、北米市場において、人気商品投入や販売の強化により市場シェア拡大を図り安

定した収益を確保しております。今期も引き続き「K2V」シリーズのスロットマシンや当社グループ初の５リール

のメカニカルスロットマシン「Advantage 5」が好評を博しており、保守サービスによる安定的な収益が確保できる

「コナミ・カジノ・マネジメント・システム」やパーティシペーションによる販売も順調に推移しております。

　一方、豪州市場では、主要州における設置台数制限、税制改正及び禁煙規制等の影響により需要が減少し、当社グ

ループのスロットマシンの販売に影響しております。今後は、市場シェア獲得のため、既存顧客に対するサービス向

上を図るとともに、５リールメカニカルスロットマシンの豪州市場投入を進めてまいります。

　平成20年４月にカルフォルニア州サンディエゴで開催された北米部族ゲーミングオペレーターが集う「

NIGA Convention & Trade Show」において、北米で主流のメカニカルリールスロットマシンや「コナミ・カジノ・マ

ネジメント・システム」が注目を集めました。また、６月にマカオで開催された「Global Gaming Expo Asia」におい

て、Konami Australia Pty LtdとKonami Gaming Inc.が共同出展し、「Advantage 5」やビデオリールスロットマシン、リ

ンクプログレッシブマシン「ミスティカル・テンプル」をはじめとするゲーミングマシンとともに「コナミ・カ

ジノ・マネジメント・システム」を出展し、幅広い商品ラインナップを披露し好評を博しました。

　今後は、各市場に対応したグローバルな開発、生産体制の構築を推進するとともに、他社との戦略的提携等を視野

に入れ事業の拡大を図ってまいります。

以上の結果、当事業における当第１四半期連結会計期間の売上高は36億７千３百万円となりました。

(3) 所在地別セグメントの業績

(日本)

デジタルエンタテインメント事業において、「METAL GEAR SOLID４ GUNS OF THE PATRIOTS」が順調な売上

を記録したほか、「実況パワフルプロ野球ポータブル３」や「プロ野球スピリッツ５」等のゲームソフト商品が堅

調に推移いたしました。また、「HORSERIDERS」や「アクション刑事（デカ）」等のアミューズメント施設向け商

品の販売も順調に推移いたしました。

以上の結果、日本における当第１四半期連結会計期間の売上高は601億７千６百万円となりました。

(北米)

デジタルエンタテインメント事業において、「METAL GEAR SOLID４ GUNS OF THE PATRIOTS」が順調な売上

を記録したほか、「DanceDanceRevolution」シリーズが堅調に推移いたしました。また、ゲーミング＆システム事業

において、「K2V」シリーズのスロットマシンや５リールのメカニカルスロットマシン「Advantage 5」が好評を博

したほか、「コナミ・カジノ・マネジメント・システム」やパーティシペーションによる販売も順調に推移し、安

定収益の確保に努めました。

以上の結果、北米における当第１四半期連結会計期間の売上高は87億２千２百万円となりました。

(欧州)

デジタルエンタテインメント事業において、「METAL GEAR SOLID４ GUNS OF THE PATRIOTS」が順調な売上

を記録したほか、「PRO EVOLUTION SOCCER」シリーズが市場で根強い人気を維持し、堅調に推移いたしました。

以上の結果、欧州における当第１四半期連結会計期間の売上高は52億６千７百万円となりました。

EDINET提出書類

コナミ株式会社(E01956)

四半期報告書

 6/29



(アジア・オセアニア)

豪州のゲーミング＆システム事業において、各種規制の強化や税制改正等の影響の中、既存顧客に対するサービ

ス向上を図るとともに、新規顧客の獲得にも努めました。

以上の結果、アジア・オセアニアにおける当第１四半期連結会計期間の売上高は14億５千１百万円となりまし

た。

(4) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比較して

８億１千３百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末には529億４千３百万円となりました。

　また、当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間において営業活動により獲得した資金は、48億１千万円となりました。

これは主として、棚卸資産の増加や売上債権に係る資金収支の減少があった一方で、四半期純利益や前受収益の増

加があったこと等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間において投資活動により使用した資金は、10億２千７百万円となりました。

これは主として、設備投資等のために資本的支出を行ったほか、有形固定資産を売却したこと等によるものであり

ます。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間において財務活動により使用した資金は、40億９千９百万円となりました。

これは主として、自己株式の取得や配当金の支払による支出があったこと等によるものであります。

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　(買収防衛策について)

①会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社グループは、企業理念として、「世界中の人々への『価値ある時間』の創造と提供を通して、常に期待される

企業集団を目指す」ことを掲げ、「株主最重視の基本姿勢」及び「ステークホルダーとの良好な関係の維持と良き

企業市民としての社会貢献」を経営の基本方針としており、「国際基準」、「公正な競争」、「高収益の追求」を経

営の具体的な指針として、グループ経営資源の最適活用をより一層目指し、これらの企業価値の源泉を継続的・安

定的に成長・拡大していくことにより、企業価値・株主共同の利益の確保、向上に努めてまいります。

②基本方針の実現に資する取組み

このような当社の基本方針を維持・発展させていくためには、コーポレートガバナンス体制の強化は不可欠であ

ると認識し、常にその時々で最も厳しい基準に準拠した体制整備に取り組んでおります。当社及び当社グループは、

めまぐるしく変化する市場環境に対応するために、平成18年３月31日、持株会社体制に移行し、「デジタルエンタテ

インメント事業」、「健康サービス事業」、「ゲーミング＆システム事業」の３つの事業を柱とした新たな経営を

スタートいたしました。持株会社がグループ全体の経営戦略の策定、各事業会社における業務執行状況のチェック

等の機能を担う一方、事業会社は会社の事業領域の中でタイムリーな意思決定を行うことにより、時代の変化を先

取りする経営を実践します。そして、持株会社体制のメリットである「経営の透明性のさらなる向上」、「機動的な

経営体制の構築」、「徹底した収益責任体制の構築」を最大限に実現してまいります。

　以上の取組みにより、当社グループの企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を図るとともに、当社グループに

課せられた社会的責任を果たしたいと考えております。

③会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組み

(ⅰ)大規模買付行為に対する基本方針

当社は、公開会社として当社株式の売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式の売却

を行うか否か、ひいては会社を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様の意思に基づき決定するべきもの

と考えます。一方で、当社は、企業価値の源泉となり株主共同の利益を構築している経営資源の蓄積を最大限に活

かし、当社グループのブランド価値を高めていくためには、中長期的観点からの安定的な経営及び蓄積された経

営資源に関する十分な理解が不可欠であると考えており、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者に、こ

れらに関する十分な理解なくしては、当社の企業価値及び株主共同の利益が毀損されるおそれがあると考えてお
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ります。

　そこで、突然大規模な買付行為がなされたときに、株主の皆様がかかる買付行為に応じるか否かの判断を適切に

行うためには、当社取締役会からの情報提供に加え、かかる買付行為者から十分な情報を提供いただき、当社の事

業特性を十分に理解している当社取締役会がこれに対する評価・意見等を提供することにより、株主の皆様が適

切な判断を行うために必要かつ十分な情報及び時間が確保されることが極めて重要になるものと考えておりま

す。

　こうした観点から、当社は、企業価値及び株主共同の利益の確保と向上のために、大規模な買付者において、株主

の判断のために、当社が設定し事前に開示する一定のルールに従って、買付行為に関する必要かつ十分な情報を

当社取締役会に事前に提供し、当社取締役会における一定の評価期間を経過した後にのみ当該買付行為を開始す

る必要があると考えております。

　以上を踏まえ、当社は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、または、大規模買付者が大規模買付

ルールを遵守する場合であっても、例外的に当社の企業価値または株主共同の利益を著しく損なうおそれが存す

る場合には、かかる大規模買付者は当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、

法令及び定款によって許容される限度において相当な措置を講じることにより、当社の企業価値及び株主共同の

利益の確保・向上を図ることが必要であると考えております。

　以上の基本方針に基づき、当社は、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させるため、平成19年６月

28日開催の第35回定時株主総会の決議を受け、当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）（以下

「本プラン」という。）を導入しております。

(ⅱ)本プランの概要

本プランは、当社株式に対する大規模買付行為が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断を行うための必要

かつ十分な情報及び時間を確保するため、当社取締役会が、大規模買付情報の提供や当社取締役会による評価・

検討期間の確保等を内容とする「大規模買付ルール」を定め、かかる大規模買付ルールに従い、大規模買付者に

対してルールの遵守を求め、また、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合及び遵守した場合につき

一定の対応方針を定め、必要に応じて対抗措置として、大規模買付者等にとって差別的行使条件が付された新株

予約権の無償割当て等の措置を実施する、というものであります。なお、対抗措置を発動しない場合は、ルールに

定める期間経過後に、株主の皆様の判断を仰ぐこととなります。

(ⅲ)対象となる大規模買付行為

本プランでは、以下の(a)または(b)に該当する行為もしくはこれに類似する行為または提案がなされた場合を適

用対象とします。

(a) 当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付け等

(b) 当社が発行者である株券等について、買付け等に係る株券等の株券等所有割合及び特別関係者の株券等保有割

合の合計が20％以上となる買付け等

(ⅳ)大規模買付情報の提供の要求

大規模買付者には、買付けの実行に先立ち、当社取締役会に大規模買付者が大規模買付ルールを遵守する旨の

誓約文言等を記載した書面（以下「意向表明書」といいます。）を提出いただき、当社取締役会はこの意向表明

書の受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供していただくべき大規模買付情報のリストを大規模買付

者に交付します。提出された情報が大規模買付情報として不十分であると当社取締役会が判断した場合には、必

要に応じて大規模買付者に対し、大規模買付情報を追加的に提出するよう求めることがあります。
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(ⅴ)当社取締役会による買付価格の評価検討・決議

当社取締役会は、社外取締役、社外監査役及び社外有識者からなる独立委員会の勧告を最大限に尊重し、必要に

応じ外部専門家の助言を受け、一定の期間（対価を現金のみ（円貨）とする場合は、大規模買付者が大規模買付

情報の提供完了日から起算して60日間、その他の場合は90日間。）、大規模買付情報を十分に評価・検討し、当社

取締役会としての意見を慎重に取りまとめ公表します。また、必要に応じ、大規模買付者と交渉し、株主の皆様に

対し代替案を提示することもあります。

　そして、当社取締役会は、最終的に対抗措置の発動・不発動につき決議し、速やかにその内容その他の事項につ

いて情報開示を行います。

(ⅵ)大規模買付行為がなされた場合の対応方針

(a) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、当社取締役会は、大規模買付行為に対する対抗措置と

して、会社法その他の法律及び当社定款で定められている適切な措置をとることがあり、かかる措置として、新

株予約権の無償割当てを行うことがあります。

(b) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、原則として当該大規模買付行為に

対する対抗措置は発動しませんが、当該大規模買付行為が、当社の企業価値または株主共同の利益を著しく損

なうと判断される場合には、当社取締役会は、例外的に大規模買付行為に対する対抗措置として、当社の企業価

値及び株主共同の利益を守るための適切な措置をとることがあり、かかる措置として、新株予約権の無償割当

てを行うことがあります。

④本取組みが基本方針に沿い、株主共同の利益を損なうものではないこと、会社役員の地位の維持を目的とするも

のではないことについて

(ⅰ)独立委員会の設置

当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除し、手続・判断の公正性・合理性を確保するため、独立委員会を設置

します。独立委員会は取締役会の諮問機関として、大規模買付ルールの遵守状況の確認、買付内容等の検討及び対

抗措置の検討を行い、対抗措置発動の是非について当社取締役会に勧告を行います。

(ⅱ)株主意思を尊重するものであること

当社は、本プランについて株主の皆様のご意思を反映するために、定時株主総会における株主の皆様のご承認

のもとに本プランを導入しております。

(ⅲ)外部専門家の助言

当社取締役会、監査役及び独立委員会は、その検討、判断に際して、公正性・合理性をより一層高めるため、ファ

イナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタント等の外部専門家の助言を受けることができる

ものとします。

(ⅳ)合理的な客観的条件の設定

本プランにおける対抗措置は、予め定められた合理的な客観的条件に該当した場合のみ発動されるように設定

するとともに、独立委員会の勧告を最大限尊重することにしており、当社取締役会の恣意的な発動を防止するた

めの仕組みを確保しております。

(ⅴ)デッドハンド型の買収防衛策ではないこと

本プランの有効期間は、平成19年６月28日開催の当社第35回定時株主総会終結の時から平成22年３月期の事業

年度に関する定時株主総会終結の時までの３年間とし、また、有効期間内であっても、当社取締役会により本プラ

ンを廃止することが可能です。

以上から、前記③の取組みが前記①の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、

また当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないものと判断しております。

なお、本プランの全文は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.konami.co.jp/ja/news/topics/070522

/index.pdf）に掲載しております。
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(6) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の開発・制作費総額は、72億７千４百万円であります。なお、当

第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 450,000,000

計 450,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 143,500,000 143,500,000

東京証券取引所

（市場第一部）

ニューヨーク証券取引所

ロンドン証券取引所

シンガポール証券取引所

－

計 143,500,000 143,500,000 － －

（注）海外の取引所については、ロンドン、シンガポールには原株を、ニューヨークには預託証券をそれぞれ上場して

おります。

（2）【新株予約権等の状況】

①旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

平成17年６月23日定時株主総会決議(Cプラン)

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 108

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 285,700

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成20年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　2,857

資本組入額　1,429

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

平成17年６月23日定時株主総会決議(Fプラン)

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 20

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 239,900

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成20年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　2,399

資本組入額　1,200

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

平成17年６月23日定時株主総会決議(Hプラン)

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 13

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 243,300

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成20年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　2,433

資本組入額　1,217

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

②平成18年３月１日株式交換によりその義務を承継した新株予約権は、次のとおりであります。

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 9,931

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 784,549

新株予約権の行使時の払込金額（円） 247,507

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　3,133

資本組入額　1,567

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を必要とする。
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（3）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日
－ 143,500 － 47,398 － 36,893

（5）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（6）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成20年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　

議決権制限株式（自己株式等） － － 　

議決権制限株式（その他） － － 　

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　6,178,400 － 　

完全議決権株式（その他） 普通株式　136,849,300 1,368,425 　

単元未満株式 普通株式　　　472,300 － 　

発行済株式総数 143,500,000 － －

総株主の議決権 － 1,368,425 －

　（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,800株含まれておりますが、

議決権の数の欄には同機構名義の議決権68個は含まれておりません。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が43株含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

コナミ株式会社 東京都港区赤坂９－７－２ 6,178,400 － 6,178,400 4.31

計 － 6,178,400 － 6,178,400 4.31

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高（円） 4,410 4,140 4,000

最低（円） 3,630 3,550 3,510

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、米国預託証券の発行等に関して要請さ

れている用語、様式及び作成方法、すなわち、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に基づいて作成し

ております。

　なお、四半期連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

　
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び現金同等物 52,943 52,130
受取手形及び売掛金(貸倒引当金控除
後)－平成20年６月30日及び平成20年
３月31日現在の貸倒引当金はそれぞれ
265百万円及び260百万円

41,773 33,802

棚卸資産 34,742 24,374

繰延税金資産 19,326 18,275

前払費用及びその他の流動資産 12,519 11,498

流動資産合計 161,303 140,079

有形固定資産 66,368 66,690

投資及びその他の資産   

市場性のある有価証券 598 659

関連会社に対する投資 6,386 6,414

識別可能な無形固定資産 38,147 38,161

営業権 21,965 21,935

差入保証金 28,425 28,205

繰延税金資産 2,970 2,687

その他の資産 13,357 14,418

投資及びその他の資産合計 111,848 112,479

資産合計 339,519 319,248

（単位：百万円）

　
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

負債の部   

流動負債   

１年内返済予定の長期借入債務及び
キャピタル・リース債務

8,061 8,115

支払手形及び買掛金 24,945 20,410

未払税金 5,072 9,523

未払費用 19,105 21,934

前受収益 20,907 7,848

その他の流動負債 11,750 7,283

流動負債合計 89,840 75,113

固定負債   

長期借入債務及びキャピタル・リース
債務(１年内返済予定分を除く) 35,706 35,613

未払退職・年金費用 2,694 2,699

繰延税金負債 11,718 11,559

その他の固定負債 8,098 7,181

固定負債合計 58,216 57,052

負債合計 148,056 132,165

少数株主持分   

少数株主持分 4,561 4,324

契約債務及び偶発債務   

契約債務及び偶発債務   

資本の部   

資本金 47,399 47,399
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当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

普通株式－無額面:
授権株式数　450,000,000株
発行済株式数　平成20年６月30日及び
平成20年３月31日現在 143,500,000株
自己株式を除く発行済株式数
平成20年６月30日現在 137,444,759株
平成20年３月31日現在 137,321,557株

  

資本剰余金 77,084 77,078

利益準備金 284 284

利益剰余金 75,449 73,492

その他の包括利益累計額 4,444 2,579

自己株式－取得原価 △17,758 △18,073
平成20年６月30日現在 6,055,241株
平成20年３月31日現在 6,178,443株

  

資本合計 186,902 182,759

負債、少数株主持分及び資本合計 339,519 319,248
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（2）【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

売上高及び営業収入  

製品売上高 50,407

サービス収入 20,398

売上高及び営業収入合計 70,805

営業費用  

製品売上原価 25,215

サービス原価 19,626

販売費及び一般管理費 14,353

営業費用合計 59,194

営業利益 11,611

その他の収益(費用)  

受取利息 197

支払利息 △399

その他－純額 309

その他の収益(費用)－純額 107

税引前四半期純利益 11,718

法人税等 5,791
少数株主利益及び持分法投資利益調整前
四半期純利益

5,927

少数株主利益 292

持分法投資利益－純額 29

四半期純利益 5,664

（１株当たり情報）

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益 41.23円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 41.18円

加重平均発行済株式数 137,368,791株

潜在株式調整後発行済株式数 137,560,824株
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー  

四半期純利益 5,664

営業活動によるキャッシュ・フローへの
調整項目

 

減価償却費 2,950

貸倒引当金の純増減(△) 0

持分法投資損益(△) △29

少数株主損(△)益 292

繰延税額 △1,139

資産及び負債の増減  

受取手形及び売掛金の純増(△)減 △7,039

棚卸資産の純増(△)減 △10,020

未収入金の純増(△)減　 1,267

前払費用の純増(△)減　 △1,706

支払手形及び買掛金の純増減(△) 3,908

未払税金及び未収税金の純増減(△) △6,038

未払費用の純増減（△） △2,175

前受収益の純増減 (△) 13,058

前受金の純増減(△)　 1,546

預り金の純増減(△)　 1,831

その他－純額 2,440

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,810

 

EDINET提出書類

コナミ株式会社(E01956)

四半期報告書

20/29



 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

投資活動によるキャッシュ・フロー  

資本的支出 △3,713

有形固定資産の売却による収入 1,315

差入保証金の純増(△)減 1,410

その他－純額 △39

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,027

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入債務の返済による支出 △148

キャピタル・リース債務の元本返済に
よる支出

△682

配当金の支払 △3,560

自己株式の取得による支出 △94

その他－純額 385

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,099

為替変動の現金及び現金同等物に対する
影響額

1,129

現金及び現金同等物の純増減(△)額 813

現金及び現金同等物の期首残高 52,130

現金及び現金同等物の四半期末残高 52,943
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（四半期連結財務諸表注記）

１．会計処理の原則及び手続並びに四半期連結財務諸表の表示方法

　この四半期連結財務諸表は、会計原則審議会意見書(Opinions of the Accounting Principles Board、以下「APB」)、財務会計基

準書(Statements of the Financial Accounting Standards、以下「SFAS」)、米国発生問題専門委員会基準書

(Emerging Issues Task Force、以下「EITF」)、米国公認会計士協会意見書(AICPA Statement of Position、以下「SOP」)等、米国

において一般に公正妥当と認められた会計原則(以下「米国会計基準」)に基づいて作成されております。当社は、平成14年

９月にニューヨーク証券取引所に上場し、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方法により

連結財務諸表を作成し、米国証券取引委員会に登録しております。当社及び日本の子会社は、日本において一般に公正妥当

と認められた会計原則に準拠し、また、その海外子会社は、所在する国において一般に公正妥当と認められた会計原則に準

拠して会計記録を保持しております。添付の四半期連結財務諸表には、米国会計基準に適合させるために必要な一定の調

整が反映されております。

　当社及び子会社が採用している会計処理の原則及び手続並びに表示方法のうち、日本において一般に公正妥当と認めら

れた会計原則に準拠した場合と異なるもので、主要なものは次のとおりであります。

(1) 企業結合による影響

　当社及び子会社は、平成13年６月30日以前に行われた企業結合をAPB第16号「企業結合(Business Combinations)」に基づ

き、パーチェス法により会計処理をしております。平成13年７月１日以降に実施された企業結合については、SFAS第141号

「企業結合(Business Combinations)」に従って会計処理をしております。APB第16号及びSFAS第141号におけるパーチェス

法は、識別可能な無形固定資産を含め、取得した資産及び負債を、取得日におけるそれぞれの見積公正価額で計上すること

を求めております。

　また、当社及び子会社が平成14年４月１日に完全適用したSFAS第142号「営業権及びその他の無形固定資産

(Goodwill and Other Intangible Assets)」に従って、営業権及び特定の無形固定資産は償却対象ではなくなり、公正価額に基づ

く減損の評価の対象となります。

　従って、米国会計基準と日本会計基準との差異は、営業権及び識別可能な無形固定資産の取得時における認識並びに以降

の償却、減損における差異により生じております。

(2) 未払退職・年金費用

　当社及び子会社は、退職給付制度をSFAS第87号「雇用主の年金会計(Employers’Accounting for Pensions)」及びSFAS第

158号「確定給付型年金制度及びその他の退職後給付制度に関する雇用主の会計処理(Employers’ Accounting f

or Defined Benefit Pension and Other Postretirement Plans)」に基づいて会計処理しております。制度の一部は、複数事業主によ

る確定給付型制度として、各期間における要拠出額に基づいた純年金費用の認識を要求されております。

(3) 社内利用目的のソフトウェア開発費

　当社及び子会社は、社内利用目的のソフトウェア開発費をSOP98-1号「社内利用のために開発または購入されたコン

ピュータ・ソフトウェア・コストの会計処理(Accounting for the Costs of Computer Software Developed or 

Obtained for Internal Use)」に基づいて会計処理しております。SOP98-1号は、プロジェクトの計画段階及び導入後段階に発

生するコストを費用処理し、アプリケーションの開発段階に発生するコストは資産計上することを求めております。

(4) キャピタル・リース

　当社及び子会社は、SFAS第13号「リースの会計処理(Accounting for Leases)」において特定の基準を満たすリース資産に

ついては、将来における最低リース料支払額の現在価値もしくは契約時の時価のいずれか低い方の金額に基づいて資産計

上しております。

(5) 資産の除却債務

　当社及び子会社は、資産除却に係る債務について、SFAS第143号「資産除却に係る債務に関する会計処理

(Accounting for Asset Retirement Obligations)」に従って会計処理しております。SFAS第143号は、有形の長期性資産の除却に

伴う法的債務を負債として計上し、公正価額の見積りが可能であれば、それらの債務の発生時に公正価額で評価すること

を要求しております。資産除却に係る債務を負債として最初に認識する時には、関連する長期性資産の帳簿価額の増加を

認識することによりその費用を資産化しなければなりません。

(6) 少数株主持分
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　連結貸借対照表上、少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示しております。

２．新規に適用された会計基準

　当社及び子会社は、平成20年４月１日よりSFAS第157号「公正価値の測定(Fair Value Measurements)」を適用しておりま

す。SFAS第157号は、公正価値を定義し、公正価値の測定に関する枠組みを構築するとともに、公正価値の測定に関する開示

について規定しております。なお、SFAS第157号の適用による当社及び子会社の財政状態及び経営成績に対する重要な影響

はありません。また、SFAS第157号に基づく開示については、記載を省略しております。

　当社及び子会社は、平成20年４月１日よりSFAS第159号「金融資産及び金融負債に関する公正価値のオプション－SFAS

第115号の改訂を含む(The Fair Value Option for Financial Assets and Financial Liabilities̶Including an amendment o

f FASB Statement No.115)」を適用しております。SFAS第159号は、特定の金融資産及び金融負債について公正価値による測

定を選択できることを規定しており、公正価値のオプションを選択した項目に関する未実現損益は損益に計上されること

となります。なお、当社及び子会社は、当第１四半期連結会計期間において公正価値のオプションを選択していないため、

SFAS第159号の適用による当社及び子会社の財政状態及び経営成績に対する重要な影響はありません。

３．最近公表された会計基準

　平成19年12月、FASBはSFAS第141号「企業結合(Business Combinations)」の改訂版(SFAS第141号改訂版)を公表しました。

SFAS第141号改訂版は、買収企業が取得した資産、引き継いだ負債、被買収企業の非支配持分及び取得した営業権の認識及

び測定について規定しております。SFAS第141号改訂版は、平成20年12月15日以降に開始する連結会計年度より適用され、

その取得日付が平成20年12月15日以降に開始する連結会計年度以降の企業結合から適用されます。当社及び子会社は、

SFAS第141号改訂版の適用が当社及び子会社の連結財務諸表に与える影響について、現在検討中であります。

　平成19年12月、FASBはSFAS第160号「連結財務諸表における非支配持分－ARB第51号の改訂(Noncontrolling Interest

s in Consolidated Financial Statements̶an amendment of ARB No.51)」を公表しました。SFAS第160号は、子会社の非支配持分

に関する会計処理及び子会社を連結から除外する際における会計処理について規定しております。SFAS第160号は、親会社

及び非支配持分へ帰属する金額を連結当期純利益に含めること、子会社が連結から除外された際に、親会社は利益または

損失を認識すること及び親会社持分と非支配持分とを明確に特定し、識別して開示することを要求しております。SFAS第

160号は、平成20年12月15日以降に開始する連結会計年度より適用されます。当社及び子会社は、SFAS第160号の適用が当社

及び子会社の連結財務諸表に与える影響について、現在検討中であります。

４．棚卸資産

　平成20年６月30日及び平成20年３月31日現在、棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)
前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

区分 金額（百万円） 金額（百万円）

商品及び製品 19,393 10,093

仕掛品 10,392 9,665

原材料及び貯蔵品 4,957 4,616

　　　　合計 34,742 24,374

５．有形固定資産

　平成20年６月30日及び平成20年３月31日現在、有形固定資産の内訳は次のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

区分 金額（百万円） 金額（百万円）

有形固定資産－取得価額：   

土地 11,511 11,674

建物及び構築物 69,479 68,795
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当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

区分 金額（百万円） 金額（百万円）

工具器具備品 27,269 29,157

建設仮勘定 28 484

合計 108,287 110,110

差引：減価償却累計額 △41,919 △43,420

有形固定資産合計－純額 66,368 66,690

６．退職給付制度

　当社及び国内子会社は、確定給付型の従業員向け退職給付制度を採用しております。この制度において、従業員に対する

退職給付金及び退職一時金の支払額は、通常、退職時の給与水準、勤続年数及びその他の要素により決定されます。全従業

員は確定給付型の制度にとどまるか、この制度から脱退し在籍期間中に全ての報酬を受け取れる年俸制へ移行するかのど

ちらかを選択することができます。年俸制の社員の退職時に別途退職一時金及び退職給付金が支払われることはありませ

ん。なお、海外子会社については、確定給付型の制度は採用しておりません。

　当第１四半期連結累計期間において、SFAS第87号に従って処理された当社及び国内子会社の制度による退職給付費用の

純額には、次のものが含まれております。

　
当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

区分 金額（百万円）

勤務費用 51

　退職給付債務の利息費用 6

　年金資産の期待運用収益 △10

　数理計算上の差異の費用処理額 △34

　過去勤務債務の償却 △10

　退職給付費用－純額 3

７. 包括利益

　当第１四半期連結会計期間における包括利益は次のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

区分 金額（百万円）

包括利益  

四半期純利益 5,664

その他の包括利益  

　為替換算調整額　 1,927

　売却可能な有価証券の未実現評価益(△損失) △36

　年金債務調整額 △26

包括利益合計 7,529

８．セグメント情報
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　SFAS第131号「企業のセグメントと関連情報の開示(Disclosures about Segments of an Enterprise and Related

Information)」において、事業別セグメントは、資源配分や業績評価を決定する上で、最高意思決定者によって定期的に評価

されるそれぞれ独立した財務情報が入手可能な事業単位と定義されております。各事業セグメントは、異なる市場におい

て異なる製品を提供する戦略的事業単位であるため、それぞれ個別に管理されております。

　当社及び子会社の活動は、主として次の３つの事業セグメントにより、世界的に事業を展開しております。

①デジタルエンタテインメント事業 ゲームソフト、アミューズメント、カードゲーム、オンライン等のデジタルコン

テンツ及びそれに関わる製品の制作、製造及び販売

②健康サービス事業 スポーツクラブ施設運営、フィットネス機器及び健康関連商品の制作、製造及び

販売

③ゲーミング＆システム事業
カジノ施設向けゲーミング機器及びカジノマネジメントシステムの開発、製造、

販売及びサービス

 （注）・その他の項目は、SFAS第131号における量的基準を満たさない事業から構成されております。

・全社の項目は、主に本社費用より構成されております。

・消去の項目は、主にセグメント間取引高消去及び棚卸資産の未実現利益消去等から構成されております。

　以下の表は、事業セグメント別の売上高、営業損益を要約したもので、当社及び子会社の経営成績を評価するため、またセ

グメントの収益性及び業績を評価するための主要な指標として、最高意思決定者によって利用されているものでありま

す。この情報は、米国会計基準により作成した当社及び子会社の経営管理資料に基づいたものであります。
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【事業別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 

デジタルエンタ
テインメント
事業

(百万円)

健康サービス
事業

(百万円)

ゲーミング＆
システム事業 

(百万円)

その他又は
全社・消去

(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益      

売上高

(1)外部顧客に対する売上高

 

44,779
 

22,078
 

3,673
 

275
 

70,805

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
71 96 － △167 －

計 44,850 22,174 3,673 108 70,805

営業費用 31,691 21,590 3,201 2,712 59,194

営業損益 13,159 584 472 △2,604 11,611

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
日本

(百万円)
北米

(百万円)
欧州

(百万円)

アジア・
オセアニア

(百万円)

計
(百万円)

消去
(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 56,345 7,865 5,264 1,331 70,805 － 70,805

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
3,831 857 3 120 4,811 △4,811 －

計 60,176 8,722 5,267 1,451 75,616 △4,811 70,805

営業費用 49,889 7,748 4,757 1,606 64,000 △4,806 59,194

営業損益 10,287 974 510 △155 11,616 △5 11,611

　外部顧客に対する売上高については、製品が販売され、サービスが提供される場所に基づいて、それぞれの地域を決定し

ております。

　北米は、主として、アメリカ合衆国から構成されております。

９. 契約債務及び偶発債務

　当社及び子会社は、係争中の訴訟の対象となっております。しかし、顧問弁護士との協議を含む検討の結果、マネジメント

はそれらの訴訟による債務は仮にあったとしても、当社及び子会社の財政状態や経営成績への影響は軽微と考えておりま

す。

　平成20年６月30日現在、当社及び子会社は約252百万円の有形固定資産及びその他の資産の購入等に係る確定発注を行っ

ております。

10. 後発事象

該当事項はありません。
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２【その他】

配当に関する事項

平成20年５月15日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

（イ）配当金の総額………………3,708百万円

（ロ）１株当たり配当額…………27円00銭

（ハ）基準日………………………平成20年３月31日

（ニ）効力発生日…………………平成20年６月６日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月14日

コナミ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田名部　雅　文　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大　北　尚　史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコナミ株式会社の平

成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年6月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記事項1参照）に準拠して、コナミ株式会社及び連結子会社の平成20年6月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。
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